
（単位：千円）

金　額 金　額

流動資産 1,139,623 流動負債 496,723

現 金 預 金 565,848 435,927

売 掛 金 572,125 8,250

未 収 入 金 1,650 25,481

19,550

7,505

固定資産 187,055 8

無形固定資産 184,477

ソ フ ト ウ エ ア 184,477 496,723

投資その他の資産 2,578

繰 延 税 金 資 産 2,578

株主資本 829,955

資本金 400,000

400,000

資本剰余金 400,000

400,000

利益剰余金 29,955

29,955

繰 越 利 益 剰 余 金 29,955

829,955

1,326,678 1,326,678

未 払 消 費 税 等

預 り 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 の 部

資 本 金

資 本 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

科　目 科　目

買 掛 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 金

貸　　借　　対　　照　　表

2022　年　3　月　31　日　現在

資 産 の 部 負 債 の 部



個別注記表 

重要な会計方針に係る事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 
仕掛品  個別法による原価法 
  （収益性の低下による簿価切下げの方法） 
貯蔵品  最終仕入原価法 

   

２．固定資産の減価償却の方法 
  
無形固定資産 定額法 

   

 
  

３．収益および費用の計上基準 

事業に係る収益は、主に広告を掲載するサービスであり、当社は顧客との契約に基づいて財又はサ

ービスを引き渡す義務を負っております。 

当該履行義務は、約束した財又はサービスを引き渡す一時点において、顧客が当該財又はサービス

に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。 

当社が代理人として取引に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

 

４．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 
 
 
会計方針の変更 
 収益認識に関する会計基準の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日。）等を当事業年度より適用
しております。これにより収益の一部について、従来は総額で収益を認識しておりましたが、顧客へ
の財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方
法に変更しております。 
 この結果、当事業年度の売上高は1,746,421千円減少し、売上原価も1,746,421千円減少しておりま
す。なお、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
 

当事業年度末日における当社の発行済株式の総数 16,000株 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


